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資料３



長崎県 大村市の概況

人 口 94,498人

世 帯 数 40,954世帯
高齢化率 ２２．４％

大村市虐待防止センター
（あんしんセンター）

運営方式 委託

委託先
大村市社会福祉協議会
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虐待対応の体制

　  

 

　    

　  

 

　　

　

 

 

地 域 福 祉 活 動

生 活 福 祉 資 金

日常生活自立支援事業

障害者虐待防止ｾﾝﾀｰ

大村市ﾎﾞﾗﾝﾃｲｱｾﾝﾀｰ

地 域 支 援 班

生活困窮者自立相談支援事業

各事業が連携する意味
連携で見えてくる効果
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各ｻｰﾋﾞｽ事業所等の課題をそれぞれの部会で検討し、全体会へ報告

大村市自立支援協議会の全体像

全体
•大村市自立支援協議会全体会

委員会
•運営会議（事務局会議）随時 市と社協 ・定例会議（部会代表者会議） 隔月1回

部会

•相談体制支援部会 ・こども支援部会

•地域生活定着支援部会 ・権利擁護部会

•就労支援部会 ・ピア支援部会 原則 毎月開催

•（各事業所毎の連絡協議会 就労関係・児童関係等実施）
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権利擁護部会

部会での協議内容
□ 障がい者の権利擁護について
□ 虐待等防止に関する協議
□ 日常生活自立支援に関する協議 等

参加メンバー
司法書士 ・ 社会福祉士 ・ こども関係職

員
日常生活自立支援相談員
障がい者虐待センター相談員
生活困窮者自立支援相談員 等で構成

効果
他職種の関係者で協議することで、各事業の連携強化。
法的対応についても弁護士、司法書士との連携がスムーズに行える様になった。
また、弁護士会を中心に２ケ月に１回司法と福祉の合同勉強会を県内３ケ所で定期的に開催され、
司法と福祉の連携が促進された。
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啓発① セミナー

２ヶ月に１回の障がい支援セミナーで障がい者
虐待防止に関する講演会の開催

定期的に開催することで、サービス提供事業所
の職員の理解促進、虐待防止に役立てる。

月１回の専門研修会では、事業所代表等に対す
る具体的な勉強会を別途開催。

効果
参加された方からも、法の理解とどの段階から虐待にあたるのか具体的な質問が多く出され、
弁護士・司法書士からの対応回答等も併せて行えた。

同じ法人内の勉強会と違って、他法人も一緒に学習する機会が重要であり、連携が深まった。
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啓発② 広報

大村市内の各事業所の職員に配布
権利擁護部会でデザイン等を行い実施

大村市内の各事業所の効用車に配布
権利擁護部会でデザイン等を行い実施
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対応事例（１）

自宅での身体的虐待に対し通所事業所からの通報で解決に向かったケース

Ｏ･Ｏ 女性 知的障害 両親と同居
通所施設（日中介護）より、入浴の際、両脇に痣を確認され通報される。
痣部分の写真を持って来所される。

本人より聴き取り調査、「母親より竹刀で叩かれた」との発言あり。

コア会議開催 本人調書、写真等確認し虐待認定、対応方法協議

本人の担当の相談支援専門員と共に事実確認の為、訪問調査

母親より、「イライラしていてつい叩いてしまった。」等の聴き取りを行う。
父親も同席し、今後注意・見守りされることを約束される。

関係者会議の開催、何故、母親の行為が発生したかを検討・対応策の協議継続中
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対応事例（２）

サービス提供事業所内での性的虐待に対し関係者で連携し解決に向かったケース

Ｎ・Ｎ 女性 両親と兄弟同居

通所事業所内で他の利用者より胸等を触られる。嫌がっても止めてくれない。

本人の訴えのみであるので、サービス提供事業所職員等より情報収集。
（送迎中の社内で他利用者より触られている。触る方に重度の障害がある等確認）

コア会議にて虐待認定

ご家族、事業所職員等との関係者会議開催（対応方針等確認を行う。）
送迎車が同じにならない様に調整 無理な場合は、担当職員が付く事で対応する。

通所先でもお互い仲良く作業をされている。経過観察継続中
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対応事例（３）

家族内での虐待に対し、関係機関が連携して解決に向かったケース

Ｍ・Ｏ 男性 父親と２人暮らし
父親が本人の年金・預金を総て使い込んでいる。年金日に総て引き落とされている。

本人と面接し、通帳等の確認

コア会議開催 虐待認定

関係者調整会議 生活困窮の脱却、父親の生活基盤の見直し必要。

生活困窮支援、世帯の生活保護申請 年金・預金の預かり等検討（日自）

法的対応についても弁護士に相談

生活保護決定し、本人の通帳は別途管理を開始し支援継続中
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ま と め

■関係機関の連携が重要 （顔の見える関係が構築されているか？）

その為にも地域自立支援協議会・基幹相談支援センターを中核にした相談支援
体制が必要。（基幹相談センターの設置が重要）

■行政のみで行うのでなく、社会資源を活用した体制整備が重要

■地域の関係機関、住民組織もネットワークに組み込む事で支援に

地域住民も支援に参加することで、地域で支える意識が高まる。

■相談支援に関わる職員の育成は急務の課題（県・市レベルで協議を）
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